
土木建築委員会会議記録

土木建築委員長 衞藤 明和

１ 日 時

平成２９年４月２６日（水） 午後３時０１分から

午後４時３８分まで

２ 場 所

第１委員会室

３ 出席した委員の氏名

衞藤明和、井上明夫、嶋幸一、木田昇、小嶋秀行、久原和弘、吉岡美智子

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

志村学、木付親次

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

土木建築部長 阿部洋祐 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）平成２９年度行政組織及び重点事業等について、執行部から説明を受けた。

（２）県計画等の策定・変更スケジュールについて、建設リサイクル法の手続の適正化につい

て及び公共工事における最低制限価格等の改正についてなど、執行部から報告を受けた。

（３）県内所管事務調査を５月１８日、１９日、２５日、２６日、６月１日及び７日に実施す

ることを決定した。

（４）県外所管事務調査を７月１１日から１３日に実施することを決定した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 長友玉美

議事課議事調整班 主幹 増永康弘



土木建築委員会次第

日時：平成２９年４月２６日（水）１５：００～

場所：第１委員会室

１ 開 会

２ 土木建築部関係 １５：００～１６：３０

（１）平成２９年度行政組織及び重点事業等について

（２）諸般の報告

①県計画等の策定・変更スケジュールについて

②建設リサイクル法の手続の適正化について

③公共工事における最低制限価格等の改正について

④大分港海岸直轄海岸保全施設整備事業について

⑤大分臨海工業地帯６号地（Ｃ－２地区）の一部分譲の状況について

（３）その他

３ 協議事項 １６：３０～１６：４０

（１）県内所管事務調査について

（２）県外所管事務調査について

（３）その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

衞藤委員長 ただ今から委員会を開きます。

説明に入る前に、本日は初めての委員会で

もありますので、まず、私から御挨拶を申し

上げます。

〔委員長挨拶〕

衞藤委員長 では、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。

〔委員自己紹介〕

衞藤委員長 また、本日は委員外議員として、

志村議員、木付議員が出席されています。

次に、事務局職員を紹介します。

議事課の長友君です。（起立挨拶）

議事課の増永君です。（起立挨拶）

続きまして、執行部の自己紹介をお願いし

ます。

〔阿部土木建築部長挨拶〕

〔幹部職員自己紹介〕

衞藤委員長 ここで、今任期中の土木建築委

員会における委員外議員の発言について、委

員の皆様にお諮りします。

委員外議員からの発言の申出については、

会議規則により、委員会がそれを許すか否か

を決めると定められております。

本委員会の円滑な運営のため、委員から特

に御異議が出た場合を除き、発言を許すか否

かについては、委員長に一任いただきたいと

存じますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 御異議がないので、今後、委員

外議員の発言を許すか否かについては、私に

御一任いただきます。

委員外議員の皆様にお願いします。

発言を希望される場合は、委員の質疑、討

論終了後に、挙手の上、私から指名を受けた

後、長時間にわたらないよう、要点を簡潔に

御発言願います。

なお、審査の進行状況を勘案しながら議事

を進めてまいりますので、委員外議員の皆様

には、あらかじめ御了解をお願いします。

それでは、土木建築部関係の平成２９年度行

政組織及び重点事業等について執行部の説明

を求めます。

阿部土木建築部長 それでは、土木建築部の

概要につきまして総括的な説明をさせていた

だきます。

お手元のＡ４横の土木建築委員会資料の１

ページをお開き願います。

最初に、１の組織でございますが、平成２

９年度は昨年度に引き続き、本庁は１２課、

３室、地方機関は１２土木事務所を含めて１

４事務所となっております。

２の職員でございますが、本庁及び地方機

関で事務職員２７５名、技術職員４５３名、

技能労務職員７５名の合計８０３名となって

おります。

３の平成２９年度の主な組織改正でござい

ますが、建設政策課が所管していた土木建築

部に係る行政の総合企画及び調整業務を土木

建築企画課に移管したことに伴い、土木建築

企画課の予算管理第一班及び予算管理第二班

をそれぞれ企画管理第一班及び企画管理第二

班に改称しております。

次に、九州の東の玄関口としての拠点化戦

略における集荷対策強化を図るため、商工労

働部商業・サービス業振興課が所管しており

ました大分港大在地区のポートセールス業務

を港湾課に移管いたしました。

２ページをお開きください。

組織改正について最後に、中津日田道路整

備を推進するため、日田土木事務所建設課道

路班及び中津土木事務所中津日田道路建設室

をそれぞれ増員し、併せて、日田土木事務所

における組織マネジメント機能の向上と専属

班設置による事業進捗を図るために、道路班

を道路第一班及び道路第二班に分割しており

ます。
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次に、土木建築部関係の当初予算について

御説明いたします。

４の予算でございますが、初めに、（１）

当初予算のうち、一番上の一般会計につきま

しては、土木建築部総額で８８７億５，５８

８万２千円を計上しております。

その内訳は、公共事業が６１０億５，４８

８万１千円、単独事業が２７７億１００万１

千円となっております。

土木建築部の総額は、県予算の総額６，０

９８億６００万円に対しまして１４．６％の

占有率となっております。

また、対前年比２８年度当初予算額と比較

いたしますと、率で１０１．６％、金額で１

４億４，０６１万円の増となっております。

次に、資料には記載しておりませんが、２

９年度当初予算の主な点について御説明いた

します。

公共事業における主な取組としては、熊本

地震を受け更に加速させる道路のり面の崩壊、

落石対策や、土砂災害警戒区域の指定に向け

た基礎調査など、ハードソフト両面からなる

防災対策、橋りょうやトンネルなどの安全確

保に向けた社会インフラの老朽化対策、加え

て、中津日田道路や庄の原佐野線など、将来

発展の基盤となる社会資本整備に重点的に取

り組んでまいります。

単独事業における主な取組としましては、

九州の東の玄関口にふさわしい港湾施設の整

備による人流、物流拠点の強化に向けた検討

や、大分港大在地区を始めとする県内の港の

活性化を図るため、ポートセールスの強化な

どに努めます。

また、洪水時の避難行動支援といたしまし

て洪水浸水想定区域図の見直しを行うととも

に、木造住宅の耐震性向上のための改修支援

の拡充など、県民の安全・安心の確保に向け

て取り組んでまいります。

続きまして、特別会計予算についてでござ

います。２ページ中ほど上から二つ目の公債

管理特別会計は、道路事業、街路事業におけ

る国からの無利子貸付金の償還に係るもので、

歳入歳出予算の総額は３億７，９１２万７千

円でございます。

その下、臨海工業地帯建設事業特別会計は、

大分港６号地の整備及び維持管理や、起債元

利償還金などに係るもので、歳入歳出予算の

総額は６億５，８９９万８千円でございます。

その下、港湾施設整備事業特別会計は、ふ

頭用地の整備や大分港大在コンテナターミナ

ルを始めとした港湾施設の管理運営、それか

ら上屋などの港湾施設の維持修繕並びに起債

元利償還金などに係るもので、歳入歳出予算

の総額は１８億２，１７８万１千円でござい

ます。

次に、３ページの（２）繰越明許費につい

て御説明いたします。

この表は、平成２８年度から平成２９年度

への繰越しにつきまして、先般の２８年第４

回定例会及び２９年第１回定例会で御承認い

ただきました繰越限度額を公共、単独別に記

載したものでございます。

繰越限度額といたしまして、一般会計では、

合計欄の一番右にありますとおり３４４億５，

１８５万４千円、臨海工業地帯建設事業特別

会計では、合計欄の一番右にありますとおり

３億２，２００万円、港湾施設整備事業特別

会計では、合計欄の一番右にありますとおり

１億３，８００万円、総計３４９億１，１８

５万４千円の御承認を頂いております。

次の４ページから６ページまでは、当初予

算の項目別の予算額を記載しております。

このうちの主な事業につきましては、関係

課長から説明させていただきますのでよろし

くお願いいたします。

浦辺土木建築企画課長 土木建築企画課関係

について御説明いたします。

資料の７ページをお開き願います。

まず、１の組織ですが、当課は総務班、経

理・厚生班、企画管理第一班、企画管理第二

班及び建設業指導班の５班で構成され、３５

名の職員を配置しています。

続いて地方機関ですが、次の８ページから

１１ページにかけて記載しておりますように、
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１２土木事務所に合わせて５４２名の職員を

配置しております。

次に１２ページをお開き願います。

下にあります３の重点事業について御説明

いたします。

（１）の建設産業構造改善・人材育成支援

事業ですが、近年の建設投資の減少や受注競

争の激化等に伴い、県内の建設産業は体力が

低下するとともに、若年入職者の減少など厳

しい状況に直面しています。このため、建設

業者の経営改善を促す支援や若手人材の確保

・育成、生産性向上につながる支援を行いま

して、建設産業の活性化を図ろうというもの

でございます。

このうち、新たに設けました建設産業生産

性向上支援につきましては、魅力ある建設現

場を目指す新しい取組でありますＩＣＴ施工

を推進するため、関係機器の導入経費の一部

を助成するとともに、活用方法等のセミナー

を実施するものでございます。

野口公共工事入札管理室長 公共工事入札管

理室関係について御説明いたします。

資料の１３ページを御覧ください。

まず、１の組織ですが、当室には６名の職

員を配置し、公共工事の入札、契約制度に関

する業務を行っております。

３の主要な取組でございますが、入札契約

制度における透明性、公正性、競争性の確保

の観点から、一般競争入札の適切な運用や入

札、契約に関する情報の公表に取り組んでお

ります。また、工事の品質確保を目的とした

総合評価落札方式やダンピング対策としての

最低制限価格制度及び低入札価格調査制度を

運用しております。

ここで、現在実施している入札制度の概要

について御説明させていただきます。

次の１４ページをお開き願います。

表の下の方の矢印で表示していますように、

現在は予定価格４千万円以上の工事で一般競

争入札を実施し、加えて５千万円以上の工事

で総合評価落札方式を適用しております。

また、上の矢印でお示ししているとおり、

ダンピング対策として、３億円未満の工事に

おいて最低制限価格制度、３億円以上の工事

においては低入札価格調査制度を設けており

ます。

後ほど諸般の報告で御説明申し上げますが、

国は４月１日から低入札価格調査基準価格の

算定式を改定しており、県でも４月１１日か

ら最低制限価格及び低入札調査価格の算定式

を改定し、おおむね予定価格の９０％に引き

上げたところでございます。

地域の安心・安全を支える健全な地元中小

建設企業の育成確保を見据え、一般競争入札

の対象金額の拡大は控えておりますが、今後

とも透明性、公正性、競争性及び工事品質の

確保等に資するよう、入札、契約制度の適切

な見直し、運用に努めてまいります。

麻生建設政策課長 建設政策課関係について

御説明いたします。

資料の１５ページを御覧ください。

まず、１の組織ですが、当課の班の構成は、

管理調整班、企画・アセットマネジメント推

進班、技術・情報システム班及び事業・環境

評価対策班の４班でございまして、１９名の

職員を配置しています。

また、業務援助として、公益財団法人大分

県建設技術センターに１名の職員を派遣して

おります。

次に１６ページをお開き願います。

３の重点事業について御説明いたします。

（１）の共生のまち整備事業は、高齢者や

障がい者を含む全ての県民が安心して快適に

生活できるよう、歩道の段差解消や、県有施

設へのスロープや手すりの設置など、県が管

理する公共施設のバリアフリー化を推進する

ものでございます。

（２）の地域の安心基盤づくりサポート事

業は、防災や生活環境の保全等を図るため、

河川等の支障木の伐採や管理道の整備を行う

とともに、住民、ＮＰＯ、ボランティア等に

よる地域活動を支援するため、資機材の貸与

等を行うものでございます。

（３）の社会インフラ災害情報収集力強化
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事業ですが、県内の土木事務所に空撮用のド

ローンを新たに配備し、災害時における情報

収集力の強化を図ることに加え、工事進捗状

況の確認や地元説明会などにおける分かりや

すい資料の作成にも活用するものでございま

す。

高瀬工事検査室長 工事検査室関係について

御説明いたします。

資料の１７ページを御覧ください。

まず、１の組織ですが、当室の班の構成は、

工事検査第一班と工事検査第二班の２班体制

でございまして、７名の職員を配置していま

す。

２の分掌事務といたしましては、土木建築

部、農林水産部の工事の検査を行っており、

両部の検査の統合、一元化によりまして検査

の充実、効率化に努めているところでござい

ます。

重点事業については特にございませんが、

主な取組として、工事監督、検査業務に関す

る研修の充実に取り組んでまいります。

現在、工事完了時には、公共工事の品質確

保、向上を目的として技術検査、指導に重点

を置いて検査を行っておりますが、今後、検

査員、監督員の技術向上や成績評定における

評価者のスキルアップを一層進めるため、業

務経験に応じ、実例をいかしたきめ細かい研

修に取り組んでまいります。

疋田用地対策課長 用地対策課関係について

御説明いたします。

資料の１８ページをお開きください。

まず１の組織でございます。当課の班の構

成は、用地指導班及び収用管理班の２班でご

ざいまして、９名の職員を配置しております。

次に２の分掌事務といたしましては、用地

指導班は主に各土木事務所並びに玉来ダム建

設事務所に対する用地取得に関する事務につ

いての指導、関係各課との連絡、調整及び大

分県土地開発公社の指導、監督等の業務を行

っております。

また、収用管理班は収用委員会の事務局と

しての業務及び市町村等が起業者である事業

の事業認定等の業務を行っております。

重点事業については特にございませんが、

主要な取組といたしまして、事業進捗を図る

ため必要な事業用地の計画的取得に向け、各

土木事務所への指導を行うととともに、用地

担当職員の資質向上に向けた各種研修の充実

を図ってまいります。

稲井道路建設課長 道路建設課関係について

御説明申し上げます。

資料の１９ページを御覧ください。

まず組織ですが、当課の班の構成は、管理

班、高速交通・企画班、国道班及び県道班の

４班でございまして、１８名の職員を配置し

ています。

次に２０ページをお開き願います。

３の重点事業について御説明いたします。

まず道路改良事業ですが、県内外の拠点間

を結ぶ幹線道路として、また、地域の生活道

路として重要な機能を有する国道、県道の整

備を部の長期計画である「おおいた土木未来

（ときめき）プラン２０１５」や、道路の部

門計画であります「おおいたの道構想２０１

５」に基づき、効果的、効率的に推進するも

のでございます。

具体的には、今年度から新たに着手します

中津高田線江須賀－金屋工区など４事業を含

めました国、県道９３か所で事業を進めてま

いります。

次に２１ページを御覧ください。県内の高

速交通体系についてでございます。

御承知のとおり、昨年４月に縦軸である東

九州自動車道の北九州－大分－宮崎間が全線

開通しまして、本県区間は大半が暫定２車線

であるものの、全てつながることになりまし

た。しかしながら、４車線化に向けて引き続

き国等に働き掛けを続けてまいります。

また、横軸となります中九州横断道路の建

設促進につきましては、図の中央、青色の点

線部分でございますが、平成３０年度開通予

定の朝地－竹田間の１日でも早い供用を要望

していくとともに、先月３０日に竹田－阿蘇

間の概略ルートや構造等の検討を行います計
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画段階評価の第１回委員会審議が行われたと

ころでございまして、こちらの早期事業化に

つきましても引き続き国に強く要望してまい

ります。

同じく、横軸となります中津日田道路につ

きましても、図の左上、水色の点線部分でご

ざいますが、国が事業を実施しております三

光本耶馬渓道路、また県が事業主体でござい

ます耶馬溪道路や日田山国道路などで引き続

き整備を推進してまいります。

和田道路保全課長 道路保全課関係について

御説明いたします。

資料の２２ページをお開き願います。

まず１の組織ですが、当課の班の構成は、

道路管理班、防災・保全班及び施設改良班の

３班でございまして、１６名の職員を配置し

ております。

次に２３ページを御覧ください。

３の重点事業について御説明いたします。

（１）の県単独の道路改良事業でございま

すが、例えば、集落から病院へのアクセスや、

通学、買物等の利便性の向上など生活の安全

・安心を高めるとともに、より地域に密着し

たきめ細かな対応を行うものです。

（２）の交通安全事業は、平成２４年度以

降、学校、警察関係者等と実施しております

通学路の合同点検において抽出された危険箇

所の対策を重点的に実施するとともに、バリ

アフリー新法に基づく歩道などのバリアフリ

ー化の推進や、交差点など事故発生割合の高

い区間における交通事故抑制対策を実施する

ものでございます。

（３）の身近な道改善事業は、地域の暮ら

しを支える道路の整備として、道路敷の有効

活用による通行スペースの確保、街路樹の見

直しによる乗り入れ部等の見通しの確保など

を実施することで、地域に身近な道路の利便

性、安全性の向上を図ります。

（４）の道路施設補修事業は、高度経済成

長期に建設された橋りょうやトンネルなどの

道路施設の老朽化に対応するため、長寿命化

計画に基づき、計画的に補修を進めるもので

ございます。

また、緊急輸送道路上の橋りょうにつきま

しては、大規模地震発生時に落橋や橋脚の倒

壊等の致命的な損傷を未然に防止するため、

耐震補強を計画的に実施してまいります。

後藤河川課長 河川課関係について御説明い

たします。

資料の２４ページをお開き願います。

まず１の組織ですが、当課の班の構成は、

管理・水資源対策班、企画調査班、河川整備

班、防災班及びダム・海岸班の５班でござい

まして、２１名の職員を配置しています。

また、当課所管の地方機関といたしまして、

次の２５ページに記載しておりますように玉

来ダム建設事務所及び芹川・北川ダム管理事

務所を設置しております。

次に２６ページをお開き願います。

３の重点事業について御説明いたします。

まず（１）の広域河川改修事業ですが、台

風や梅雨前線豪雨による洪水被害を防止、軽

減するため、河道掘削や築堤、護岸等の改修

工事を行い、河川の流下能力の向上を図るも

のでございます。

次に（２）の竹田水害緊急治水ダム建設事

業でございますが、平成３年度に稲葉ダム、

玉来ダムの２ダムが事業採択され、稲葉ダム

は平成２２年度にしゅん工したところです。

残る玉来ダムについては、昨年度、全ての

用地取得を完了しました。工事については、

２６年度から工事用道路や転流トンネル等の

準備工事に着手し、昨年度末、ダム本体工事

の契約を行いました。今年度はダム本体工事

及び工事用道路や上流仮締切堤工の推進を図

ります。

梶原港湾課長 港湾課関係について御説明い

たします。

資料の２７ページを御覧ください。

まず１の組織ですが、当課は管理班、企画

調査班、港湾整備班、港湾環境班及び港湾振

興班の５班でございます。総計２０名の職員

を配置しております。

次に２８ページをお開き願います。
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３の重点事業について御説明いたします。

（１）の九州の東の玄関口としての拠点化

推進事業であります。本県が九州の東の玄関

口として発展していくため、別府港のフェリ

ーターミナル機能強化やにぎわい空間の創出、

大分港大在地区のＲＯＲＯ船航路機能強化な

ど、港湾施設の整備に向けて検討を進めてま

いります。

また、大在地区を物流拠点と位置付け、荷

物を集めるためのポートセールスに力を入れ

てまいります。

具体的には、大分港利用促進セミナーの県

外での開催や、荷主を対象としたＲＯＲＯ船

のトライアル利用の助成、物流事業者を対象

とした広報経費の助成などを行ってまいりま

す。

亀井砂防課長 砂防課関係について御説明い

たします。

資料の２９ページを御覧ください。

まず、１の組織ですが、当課の班の構成は、

管理・企画調査班、土砂災害防止対策班、砂

防施設整備班の３班でございまして、１４名

の職員を配置しております。

次に３の重点事業ですが、（１）の通常砂

防事業・火山砂防事業は、土砂災害から人家、

耕地、公共施設等を守ることを目的として、

砂防ダムや渓流保全工などの砂防設備の整備

を行うものです。

次に（２）の砂防事業調査費ですが、土砂

災害が発生するおそれのある土地の範囲とそ

の程度を明らかにするため、土砂災害の原因

となる土地の状況などについて基礎調査を行

うものです。

この調査結果に基づきまして、土砂災害警

戒区域などの指定を行うことで、市町村にお

ける警戒避難体制の整備が図られるとともに、

土砂災害が発生するおそれのある区域につい

ては、一定の開発行為や建築物の構造規制が

行われることとなります。

渡辺都市・まちづくり推進課長 都市・まち

づくり推進課関係について御説明いたします。

資料の３０ページをお開きください。

まず１の組織でございますが、当課の班の

構成は、管理・土地利用班、都市計画班、街

路・区画整理班及び景観・まちづくり班の４

班でございます。２３名の職員を配置してい

ます。

次に３１ページを御覧ください。

３の重点事業につきまして御説明いたしま

す。

まず、（１）の街路改良事業でございます

が、豊かで活力ある街づくりや安全で安心で

きる市街地形成のための街路整備を推進する

ものです。その中でも地域高規格道路であり

ます庄の原佐野線の整備は、広域連携や渋滞

緩和、また津波災害等の大規模災害時におけ

る緊急輸送路の確保など、大分県の発展と大

規模災害時の対策には欠かせない重要な街路

改良事業でございます。２９年度におきまし

ては、元町・下郡工区の年度中の開通に向け

て仕上げの工事を着実に進めます。一方で、

下郡バイパスから米良バイパスまでの新規工

区である下郡工区においては、測量等に着手

し事業の推進を図ってまいりたいと考えてお

ります。

（２）の魅力ある景観づくり推進事業は、

本県の恵まれた景観資源を有効活用しまして、

地域振興、観光振興を促進するため、市町村

と連携して、景勝地の景観保全のために展望

台などからの眺望を阻害する樹木の伐採など

を進めるとともに、魅力ある景観の保全、活

用を図るためのセミナーや市町村ごとの検討

会を開催するものでございます。

藤崎公園・生活排水課長 公園・生活排水課

関係について御説明いたします。

資料の３２ページをお開きください。

まず１の組織ですが、当課の班の構成は、

都市公園管理班、都市公園整備班及び生活排

水・下水道班の３班でございまして、１４名

の職員を配置しております。

次に３の重点事業ですが、（１）の県営都

市公園施設整備事業は、ラグビーワールドカ

ップ大分開催に備えまして、大分スポーツ公

園総合競技場の芝生の部分張り替えや観客席
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の改修等の整備を行うものでございます。

次の（２）生活排水処理施設整備推進事業

は、市町村が実施する生活排水処理施設整備

に対しまして、県費交付金及び補助金の助成

を行うものであります。

合併処理浄化槽への転換に対して、昨年ま

でモデル河川４流域の１０市町を対象に上乗

せ補助を行ってまいりましたが、本年度より

県下全域の１６市町に拡大し実施いたします。

また、下水道事業につきましては、生活排

水処理率７０％未満の市町村に対する補助制

度に加えまして、処理率９０％未満の市町村

においても、未普及対策事業に対し新たな補

助制度を設け、生活排水処理率の向上に努め

てまいります。

宮本建築住宅課長 建築住宅課関係について

御説明いたします。

資料の３３ページを御覧ください。

まず１の組織ですが、当課の班の構成は、

管理・ニュータウン班、企画調査班、指導審

査班の３班でございまして、１１名の職員を

配置しております。

次に３４ページをお願いします。

３の重点事業ですが、（１）の木造住宅耐

震化促進事業は、熊本地震を受け、耐震化を

更に促進するため、新たに部分耐震改修に対

しても補助していきます。具体的には、段階

的耐震改修として、所定の耐震性能まで２度

に分けて改修工事を行うものや、耐震シェル

ター改修として、建物が倒壊しても人命を守

る観点から、住宅内部に木材等で強固な箱形

の空間を作り、寝室など局所的な安全空間を

確保するものが補助対象となります。これま

で費用等の理由により改修に踏み切れなかっ

た、高齢者の世帯などにとっても、使いやす

い制度としております。

藤田公営住宅室長 公営住宅室関係について

御説明いたします。

資料の３５ページを御覧ください。

まず１の組織でございますが、当室の班の

構成は、住宅整備班、住宅管理班の２班でご

ざいまして、８名の職員を配置しております。

次に３の重点事業でございます。（１）の

県営住宅等管理対策事業は、管理代行者への

委託や計画的修繕等により県営住宅等８，６

４８戸の管理を実施するものでございます。

次に（２）の県営住宅建設事業でございま

すが、県営住宅の計画的な建て替えを実施す

るものでございます。大分市の城南住宅にお

きまして、昨年度第１期工事が完了いたしま

して、今年度から第２期工事に着手する予定

としております。

樋口施設整備課長 施設整備課関係について

御説明いたします。

資料の３６ページをお開きください。

まず１の組織ですが、当課の班の構成は、

企画調査班、設計工事班、設備班、保全計画

班及び施設整備推進班の５班でございまして、

２６名の職員を配置しております。

次に３７ページを御覧ください。

３の重点事業について御説明いたします。

（１）の県有建築物防災対策推進事業は、

県有建築物の耐震補強に加え、建築設備の防

災対策強化や既存つり天井の耐震化を計画的

に行うものでございます。

本年度は、県庁舎別館の受変電設備等の移

設工事、受電、発電設備の高架化を目途とし

た臼杵土木事務所の建築設備防災対策強化工

事、農業文化公園研修棟のつり天井改修など

を予定しております。

（２）の県有建築物保全事業は、床面積が

おおむね１万平方メートル以上の１７施設に

地方総合庁舎などを加えた計１５６施設を対

象に保全予算を一元的に管理し、計画的に保

全を行い、施設の長寿命化と予算の平準化を

目的に実施するものでございます。

本年度は、大分銀行ドームの屋根の塗装改

修工事及びｉｉｃｈｉｋｏ総合文化センター

内のグランシアタの舞台音響改修工事などを

実施してまいります。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。御質疑はありま

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕
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衞藤委員長 それでは、御質疑がないようで

ありますので、委員外議員の方は御質疑はあ

りませんか。

志村委員外議員 三つほどお聞きしたいんで

すが、まずはドローンですね。ドローンを土

木事務所に配置ということですけれども、現

在８個しかないんですが、１２土木なので、

あと四つをどうするかということですね。

それから、もう一つは木造の耐震化ですね。

これは昨年から予算を増やしたところですけ

れども、意外とまだ申請者は少ない状況がず

っと続いていると思うんだけれども、去年ぐ

らいから比べてこれが功を奏しているのかど

うかですよね。それが一つです。

もう一つは、用地のことですけれども、議

会から国に、用地を完全に買取りしないと事

業に着手できないという現在の状況を緩和す

るためにも、共有地に対する法の枠を少し広

げるようなことをという意見書を出したはず

なんですけれども、執行部としてもそれに対

する動きをしっかりとしないといけないと思

っております。これは深刻な問題も現場で抱

えておるので、地方六団体へのアプローチと

か、ここはどうするのか、まずそういう動き

をして成就してもらいたいと思っていますの

で、その三つを。

麻生建設政策課長 まず、１点目のドローン

の配置でございますけれども、今年度７機新

たに導入いたしまして、昨年度試行的に入れ

ました１機と合わせまして８機、この８機を

県内１２土木のうちの８土木事務所に配置す

る予定にしております。この配置をしている

事務所につきましては、近年の災害の多い土

木事務所という観点で配置しております。今

年度から本格的にドローンの運用を開始いた

しますので、この活用の状況等を見た上で、

残る事務所についての配置等を検討していき

たいと思っております。

宮本建築住宅課長 木造耐震化促進事業につ

きましては、１０年くらい前から行っており

ます。これまではＰＲ等を行ってきましたが、

大体今では改修と診断とも３０件から４０件

というような数字になっていまして、しかし

ながら、去年に関しましては、熊本地震の影

響により、熊本地震に甘えたわけじゃないん

ですけど、それを契機にＰＲを重点的に、こ

れをチャンスという感じで強くしました。そ

の結果、耐震診断につきましては、６倍の２

２４件、それから改修につきましては３倍の

１３０件、これまでにない数字になりました。

ただ、今年１年を迎えるに当たりまして、

更にＰＲしていかなければなりません。これ

までは金額が２００万円くらい掛かるのに対

し補助が８０万円出るんですけど、それだと

自己負担が１００万円くらい掛かるのでやっ

ぱり諦めるということで、診断した結果、悪

いということが分かっても諦めるという人が

多かったので、今年はそれをフォローするた

めに、二つの部分的改修という事業を今回提

案しております。件数としては５０件ですけ

ど、先ほど述べた去年の２２０件のうち１３

０件が改修ということは、約１００件の方が

もしかすると、金額が高いということで諦め

た可能性がありますので、この人たちにＰＲ

をして、今年も去年と同じぐらいの数字を目

標としております。

疋田用地対策課長 直近の県議会で、いわゆ

る所有者の所在の把握が難しい土地への対応

に対する意見書というのを可決いただきまし

て、大変ありがとうございます。実はこの問

題、土木建築部だけではなくて、農林水産部

等も含めた大きな問題であるということで、

土木建築部、国土交通省サイドで申しますと、

平成２７年４月に国土交通省の中に検討会を

組織して検討を始めたということでございま

す。具体的には、所有権移転登記がなされな

い等の理由で所有者の特定が難しいとか、あ

るいは相続人が特定できても非常に多数で動

いているとか、そういった公共事業の起業者

に所有権を法的に移転する手続が非常に難し

くなっている事例を対象としているというこ

とでございます。

議会でもそういう動きをしていただきまし

たが、私どもも実は従来から用地対策連絡会
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全国協議会というのがございます。これは全

国起業者、主としていわゆる土木・国交省サ

イドの起業者ということなんですけど、その

全国用対連等を通じて、例えば民法の関係で

法務省であるとか、それから厚労省とか、あ

るいは本体の国土交通省とかに様々な形で制

度改正要望を行ってはおるところでございま

す。

今回、議会の動きを頂きまして、そういっ

た動きを一層、私どもとしても進めてまいり

たいと思っております。

志村委員外議員 耐震の件ですけれども、窓

口が市町村ですよね。だから、そこがどうい

うふうにＰＲするかというのが一番大きなこ

とだと思うので、そこは少し、市町村の担当

を呼んでどうアピールできるかということを、

もう一度拡大できる方策をよく御協議いただ

ければと思っております。

と言いますのは、旧法、つまり昭和５６年

までのという、これが一つあるわけですけれ

ども、自分の家が昭和５６年以降であっても

やっぱり心配だというところがあると思うん

ですよね。だから、そこまでいけるのか、あ

るいは旧法だけでずっといくのか、ここは旧

法だけでやるというのも広がらない原因にな

っているとすれば、やっぱり広げる要望はな

いのかどうか、その辺は御協議いただければ

と思っております。何かあんまりがんじがら

めにしないで、危ない所は危ないですから、

そこは課題で一つ御協議いただければと思い

ます。

それから用地の件は、地方六団体、特に全

国知事会、市長会、町村会、ここに投げ掛け

ていくことが法改正につながると思っており

ますので、是非そういう動きに格上げしてい

ただく方が現場は有り難いと思う。特に共有

地の問題が大変ネックになっておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。

衞藤委員長 要望でいいですか。（「要望で

結構です」と言う者あり）

木付委員外議員 さっき部長の挨拶の中にも

ありましたが、技術者、担い手ですね。特に

若い技術者が地場企業に入らないと、建設業

の継続性の確保というのは難しいと思うんで

すが、本年度、建設系の高校とか、技術者で

すね、その人たちが新規でどれだけ地場の企

業に就職したかを把握しているのかどうか、

それが１点。

もう２点目は、空港道路を今日も通って来

たんですが、高規格道路ですよね。県外から

もお客さんが１日５千人は乗ったり降りたり

利用している空港道路なんですが、ずっと私

は通っているんですけど、ガードレールが壊

れている所がまず直っていない。それとセン

ターポール、あれはもう結構いかれていて、

この間通ったときに２本ぐらい道路に転がっ

ていたんですよ。私は管理事務所が分からな

いから、国東土木に連絡して処理してもらい

ました。

これがＮＥＸＣＯに入ると全然違うんです

ね。今日ＮＥＸＣＯを数えたら、５本ぐらい

かな、倒れていた。そういうことで、私みた

いな素人が見てもちょっとおかしいなという

ところがあるんですが、土木の皆さん、技術

屋のプロですので、空港道路をよく利用する

中で、おかしいなと思わんのかなというのが

１点あったんですね。これ、多分道路とか橋

りょうの破損とかトンネルの剥離とか、のり

面の崩壊、そういう前兆もあると思うんです

が、そういう意識を土木全体で持って事前に

対処しないと、今回、空港道路は直接交通の

弊害になるとかということはないんですけど、

そういうところを持っていただきたいなとい

うのがあるんです。そういうことで、２点お

伺いします。

浦辺土木建築企画課長 １点目についてお答

えいたします。

手元にあるのが県立高等学校の土木建築系

学科の皆さん方の進路、２８年度末卒業生で

あります。卒業生が全体で１９４人おりまし

て、就職者が１５４人です。そのうち建設業

に就職した方が、県内、県外合わせて１０７

名、うち県内が５２名、率にしますと、県内

就職率が就職者の中の３４％、こういった数
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字でございます。

和田道路保全課長 空港道路の補修について

お答えします。

ガードレールとセンターポールが破損して

いる箇所があるという御指摘でございます。

委託をしている業者で見てもらっていること

と、土木の職員で点検をしておりますけど、

このチェックの漏れがあるようでございます

ので、現地を改めて確認しまして、必要があ

れば早速対応したいと思っております。

木付委員外議員 先ほど申したように、私の

ような素人が車を運転していて、センターポ

ールがバタバタバタと倒れているんですよね。

それをもう皆さん、空港道路に行ったりして

いるわけですので、多分分かっていると思う

んやけど、それを土木事務所、あるいは管轄

課に、ここおかしいんじゃないのというふう

なことをやっていかんと、さっき言ったよう

に、ちょっとしたトンネルの剥離とか、橋り

ょうとか、のり面とか、行ってみたら石がち

ょっとあったりとか、そういうことを全体で

共有していただきたいなというのが私の要望

なんです。地震があって、実際いろいろあり

ましたけど、長寿命化計画について、トンネ

ルや道路、橋りょうは年次でやっていますけ

ど、日頃から皆さんにそういう意識を持って

いただきたいというのが要望です。

志村委員外議員 東九州道の暫定２車線の解

消ですね、大分以南、それから北の方ですけ

れども、東九州道が開通するときには県民運

動でずっとやったけれども、この４車線化に

ついては、どうも運動が足りんのじゃないか

なと、ムードが盛り上がっていないんじゃな

いかなと思うんです。もう大体、要件は達し

てきていますよね。直近では１万台をちょっ

と切ったけれども、ほとんど１万台をずっと

安定して、１万３千台ぐらいやってきている

ので、これはもう少し熱意が伝わるようなこ

とをして、何としても４車線化に持っていく

ようなことをしてもらいたいと思っているん

ですが、今の動き、どうなっておりますかね。

稲井道路建設課長 議員の御指摘のとおり、

東九州道につきましては、昨年、椎田南から

豊前間がつながりまして、こういった中で見

ますと、北九州から宮崎まで循環するような

形で高速道路が開通しております。

御指摘のとおり、県内開通はその更に前年

でございますので、知事が東京に参りました

ときの要望事項の重点は、４車線化に移りつ

つございます。４県１市の期成会の中でも、

４車線化というのは福岡、大分、宮崎の北部

については重点事項として挙げておりますが、

事業者側である国土交通省につきましては、

まだ通っていない区間への投資と、この４車

線化の投資に関しては、通っていない所をや

はり優先したいような話も要望のときにちょ

っとおっしゃっておられました。

ただ、反面、２車線ですと、御経験のとお

り渋滞、事故による通行止めとか、全面通行

止めによるメンテナンスをしなくてはいけな

い、そういった課題がありますので、引き続

き声を上げていきたいと。先々週、４月の中

旬に予算のお礼に知事とともに伺った際にも、

交通量が増えているということは国交省側も

認識いただいておりますが、やはり引き続き

声を上げていくとともに、この高速道路がち

ゃんと使われていると、１万台というのが一

つの目安というふうなことも情報提供してお

りますが、それを上回って利用されている実

態をお示ししていくことが、力強い声の裏付

けとして大事だと思っております。

これに関しましては、県内におきましては

県南、県北にそれぞれ４市町、関係沿線自治

体の首長さんと期成会を作っております。新

しく市長になられた方もいらっしゃいますの

で、こちらの活動内容も改めて、そういった

方々と議論して、地元として利活用と、また

それをＰＲする手法についてしっかり検討し

ていきたいと思っております。

併せて、木付議員からのお尋ねについて、

道路管理につきましては引き続き道路保全課

長とともにしっかりチェックしていきたいと

思うんですが、御承知のとおり、いわゆる整

備予算というのが法定点検５年でしっかり行
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っていかなくてはいけない。また、その中で

特に悪いと言われた所については、橋りょう

ですとか、トンネルの補修に費用を今重点的

に配分しております。その関係で、舗装です

とか、ガードレールにつきましては、例えば

ゆがみで非常に見てくれは悪いですけれども、

実質的に基礎がちゃんとしていて、もう一度

ぶつかっても飛び出さないようなケースにつ

いては、土木事務所の判断で新しい物に置き

換えずにゆがんだままで置いているケースな

ども県内で散見されます。その辺りは予算と

の兼ね合いでやむなくそうしているケースも

ございます。今回の件がどちらかについては、

別府土木と確認をし合いますけれども、いず

れにしろ、引き続き管理をしっかりやってい

かなければならないと思っておりますので、

肝に銘じて対応してまいります。

衞藤委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかに御質疑等もないので、以

上で平成２９年度行政組織及び重点事業等の

説明を終わります。

次に、執行部より報告をいたしたい旨の申

出がありましたので、これを許します。

宮本建築住宅課長 今年度、土木建築部にお

いて変更を予定しております計画について御

説明いたします。

資料の３８ページをお開きください。

大分県高齢者居住安定確保計画について御

説明いたします。

本計画は、高齢者住まい法により定められ

た基本方針に基づき、高齢者が安心して暮ら

すことのできる環境整備を進めるため、高齢

者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給目

標やその他高齢者の居住の安定確保に関し必

要な事項などを定めた計画として、平成２５

年３月に策定を行ったものです。

少子高齢化の進展により、高齢者を取り巻

く住環境が変化していく中、本年３月には、

上位計画の大分県住生活基本計画の改訂を行

っており、本年度は関連計画であるおおいた

高齢者いきいきプランも見直しが予定されて

いることから、これらの計画との整合を図る

ため、本計画の変更を行うものです。

今後、計画の変更を進める中で、随時報告

を行っていく予定であります。

麻生建設政策課長 建設リサイクル法の手続

の適正化について御説明いたします。

資料の３９ページを御覧ください。

まず１の建設リサイクルの取組ですが、建

設リサイクル法、正式には建設工事に係る再

資源化等に関する法律ですが、この法律では、

特定の建設資材を用いた一定規模以上の土木、

建築工事において、排出される建設廃棄物の

分別解体と再資源化を義務付けております。

県が発注する公共工事においては、建設リ

サイクルを原則実施とし、建設廃棄物の種類、

分別、再資源化の方法、処理先等を契約事項

としております。

施工段階における現場管理の際に実施状況

を確認するとともに、工事完了時には、受注

者に対し産業廃棄物管理票などの証拠書類を

添付した書面報告を求めており、中段の表に

ありますリサイクル実施率欄でございますけ

れども、県発注工事では、全ての対象工事で

建設リサイクルを実施しているところでござ

います。

一方で、建設リサイクル法の対象工事につ

いては、破線で示しております法手続として、

着工前に図の上段にあります③にある事前通

知を特定行政庁に行うこととなっております。

この通知は、特定行政庁が建設リサイクルの

履行を監視、指導するために、民間工事では

届出、公共工事では事前通知を義務付けてい

るものでございます。

３月に、２８年度の県、市町村発注工事の

この通知について調査しましたところ、中段

の表中の非通知率にありますとおり、県発注

工事では全体の５２．７％、市町村工事にお

いては４０％の通知漏れが確認されました。

通知漏れが発生した原因は、担当職員の法

手続の失念や、誤解釈など職員の法律への理

解不足や組織内におけるチェック機能や体制

の不足があったものと考えております。
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２の再発防止の取組ですが、職員教育と確

認体制の整備とシステムの改修の三つの面か

ら取り組むこととしております。

今後も、適切な建設リサイクルの推進に努

めてまいります。

野口公共工事入札管理室長 公共工事におけ

る最低制限価格等の改正について御説明いた

します。

資料の４０ページをお開きください。

これまで、本県では公共工事における公正

性、透明性、競争性の確保や、品質確保を目

的として、一般競争入札の段階的拡大など、

様々な入札制度の改善に取り組んでまいりま

した。

近年は、低価格での入札件数の増加や落札

率の低下により、建設業界は厳しい経営状況

が続き、労働者の賃金の低下など就労環境の

悪化が懸念されております。一方で、建設業

界は地域の安心、安全を支える基幹産業であ

り、将来的な担い手の確保や育成が重要な課

題となっているところでございます。

こうした中、国は本年４月１日より低入札

価格調査の調査基準価格を１％程度引き上げ

る改正を行いました。今回の改正は、現場で

働く労働者の賃金を確保することを目的とし

ております。本県におきましても、最低制限

価格及び低入札価格調査の基準価格と失格基

準を見直すことといたしました。

見直しの内容としましては、ページ中ほど

に記載されております最低制限価格及び低入

札価格調査基準価格の算定式における直接工

事費の算入率を９５％から９７％に変更し、

同じくその下、失格基準の算定式における直

接工事費の算入率を８５％から８７％に変更

するものでございます。

今回の改正により、最低制限価格及び低入

札価格調査基準価格は予定価格のおおむね９

０％、失格基準はおおむね８１％となり、改

定前からおおむね１％の引上げとなります。

なお、本年４月１１日以降に入札公告又は

指名通知を行う工事から適用しているところ

でございます。

梶原港湾課長 資料の４１ページをお願いし

ます。

大分港海岸直轄海岸保全施設整備事業であ

ります。

大分港海岸の背後地にある臨海工業地帯は、

我が国有数の工業地帯であり、製品出荷額は

全国主要コンビナート立地地区総額の約１１

％で、順位は第５位となっています。

また、背後の津波浸水想定区域には約５万

６千人の住民が居住しているなど、南海トラ

フ地震・津波等の切迫性が高まっている中で、

経済、産業機能を維持し、県民の安全・安心

を確保するためにも対策の必要性が高くなっ

ております。

これまで国直轄での事業化を要望してきた

ところですが、この度、国による平成２９年

度新規事業として選定されました。

本事業では、大分港海岸において、南海ト

ラフ地震、津波や台風による高潮に備えるた

めの海岸保全施設を整備することで、津波、

高潮による浸水被害を防止、軽減することに

より、災害時における死傷者数を低減すると

ともに、地域住民の不安を軽減することが期

待されます。

また、我が国の産業、経済を支える企業の

災害リスクを軽減することも可能となりまし

て、安定的な企業活動により、地域経済のみ

ならず、我が国の経済、産業の維持、発展に

つながると期待しております。

事業は延長２万１，３６７ｍ、総事業費３

００億円で考えております。事業期間は平成

２９年度から平成４７年度までの１９年間を

予定しています。

続きまして４２ページをお願いします。

大分臨海工業地帯６号地の一部分譲の状況

について御説明させていただきます。この６

号地につきましては、これまで商工労働部が

主体となりまして、一括で分譲することを基

本方針としまして、大手の製造業を主な対象

として、県外事務所とも連携しながら長年に

わたり誘致活動を行ってまいりましたが、広

大な工場用地のニーズが低くなっていること
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に加えまして、臨海部を敬遠するなどの傾向

もあり、企業の誘致実現には至っておりませ

んでした。

このような中、昨年度、大分県が九州の東

の玄関口となるための具体的な取組を検討す

るために設置された九州の東の玄関口として

の拠点化戦略会議におきまして、大分港大在

地区を九州の物の流れの拠点と位置付けて整

備するため、６号地を含めた大在地区周辺に、

港湾関係や物流関係の施設を整備する用地を

確保することとの提言を頂いております。

これを受けまして、庁内関係部局で検討を

進めた結果、６号地を製造企業向けの分譲用

地、港湾施設用地、倉庫やその他賃貸などに

使います使用許可用地に分けまして整備を進

めていくことになります。

今後は分割分譲により、製造企業の誘致を

進めることとなりました。

必要となる港湾施設の整備計画等につきま

しては今年度から検討を進めてまいりますが、

港湾施設として活用する予定がない部分につ

きまして、分割分譲する製造企業の誘致を進

めるとともに、製造企業向けの分譲用地とし

て先行して造成整備等を行いまして、計画提

案による公募型プロポーザル方式によって売

却を行うこととしております。

具体的には、６号地の西側海寄りの８ヘク

タールを造成しまして、企業進出計画を募る

ものでございます。また、今回の造成に併せ

て、今後、区画道路や橋りょうにつきまして

も整備していく予定にしております。

なお、この８ヘクタール分の分譲地につき

ましては、今のところ５月下旬ぐらいに公募

を開始したいと考えているところでございま

す。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。御質疑はありま

せんか。

久原委員 建設リサイクル法という法律は、

この前新聞にも載っちょったんだけど、これ

は罰則とか、あるいはペナルティーとか、そ

ういうことをきちっとせんでもそげなものは

ないわけですか。

麻生建設政策課長 民間工事につきましては

届出であり、届出をしなかった場合の罰則等

がありますけれども、公共工事につきまして

は、通知の義務はございますが、罰則等は定

められておりません。基本的には、先ほど御

説明しましたように、公共工事の場合は、ほ

とんどリサイクルの取組がきちっとされてい

るということが多分前提にあるのではないか

と思いますけれども、罰則等は定められてお

りません。

久原委員 ここに通知漏れの原因を書いちょ

るわね。さっき説明の中で、「と思われる」

みたいな最終的な回答じゃったんよ。「と思

われる」程度で、本当にそういうことがきち

っと、リサイクル法という法律があるのにも

関わらずしていなかったということに対する

認識の重さとか、あるいはそういうことをき

ちっとやらんと悪いんじゃないかというよう

な気がするんやけどな。

麻生建設政策課長 委員御指摘のとおりだと

我々も考えておりまして、ここの再発防止の

取組にございますように、まず、職員の教育

ということで今取り組んでおると。こういっ

た実態が分かりました年度末には注意の文書

をまず出しております。また、今月に入りま

して、現在実施中なんですけれども、各地域

を回りまして、エリアごとに県も市も担当者

を集めた上で、この法律等の説明を再度やっ

ているところでございます。

今までも各種研修等でこの手続等について

の周知を行ってきたんですけれども、やはり

それに対する意識が薄かったのかなというこ

とが反省でありますので、今、再度職員の教

育をやっております。また、確認体制、要す

るに出していなくても特に何も言われていな

かったというところがやっぱり大きいところ

かなと思いますので、今回はそれぞれ出した、

出さないを、出す発注機関も、あるいは受け

付けるところもしっかりお互い突き合わせを

して漏れがないようにしていく仕組みを現在

作ったところでございます。
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久原委員 それをせんと悪いな。

木田委員 ４０ページの最低制限価格の制度

についてですけれども、土木建設工事にこう

いった入札制度が適用されていると思うんで

すが、設計業務については、最低制限価格制

度とかいうのは大分県では適用していないの

かどうか、その辺を教えていただきたいと思

います。

野口公共工事入札管理室長 現在、委託業務

については、最低制限価格は今のところ設定

しておりません。

木田委員 やはり適正な品質確保と労賃が適

用できるようにということで、こういった制

度があると思うんですけれども、設計業務も

公共工事の一環で行っているわけで、そうい

ったところもそろそろ最低制限価格制度とか

いうものを検討していいんじゃなかろうかと

いう感じもしているんですね。

先ほど県内就職率のお話もありましたけれ

ども、そういった業務に就いて、安心して生

活できるというようなものも設計業界では今

必要になってきて、大分の地場の設計会社が

だんだん縮小されていっているような感じを

受けるんですね。

土木関係は、結構、実際工事のときにも地

元業者を入れてというような方向があると思

うんですけど、設計はなかなかそうならない

ですね。今回の屋内スポーツ施設も、多分中

央の方が来られて、土木と違ってなかなか地

元に設計業務が下りていかない。土木のとき

は多分あえて、実際に地元の人が工事に携わ

って、大分の象徴的な大きな施設を自分たち

がやったという、関われたという誇りができ

ると思うんですけど、今設計業界では、せっ

かくああいった大分の魅力を象徴するような

施設があっても、なかなか仕事に就かせてい

ただけないというようなところが、また県内

就職の関係とも若干関係してきているんじゃ

なかろうかと思うので、その辺を入札制度の

中で考えていただけるようなことはできない

か、ちょっとお伺いしたいんですが。

阿部土木建築部長 委員のおっしゃるように、

公共工事では、工事はもちろんですけれども、

設計業務等の、事業で言いますと川上の方と

言いますか、計画あるいは設計の分野におい

ても、地元企業の受注というのは非常に大事

なことだと思っております。また、その受注

実態も今おっしゃるように、いろんな価格競

争の中で厳しい入札があることも存じており

ますが、一つは、平均的な話として、設計等

の業務につきましては落札率が一定水準以上

の高い傾向にあります。ここは土木工事なの

か、建築工事なのかということでも差異はご

ざいますけれども、九州全体から見ても高い

ところに今あります。そういう中で、時折厳

しい入札、ダンピングと見られるようなこと

は発生しておりますけれども、これはまずし

っかりと業務ができるかということを中心に

我々は見ておりますので、安かろう悪かろう

は決してあり得ないということで、その点に

ついては厳しく取り組んでおるところでござ

います。

また、先ほどの大銀ドームというか、スポ

ーツ公園等の大規模な施設の建築の受注関係

でございますけれども、もちろん第１期は、

県内企業、地場企業を優先しようということ

で、我々もしっかりとその入札時において取

組をしておるところです。ただ、一方で、技

術的に、あるいは非常に難易度が高いもので

県内業者ではどうかというところを指名の判

断の中で考えております。そういったレアな

ケースにつきましては、やはり県外大手の技

術力に頼るというようなことも必要なことが

ございます。たまたま今回の屋内スポーツ施

設の関係については、技術提案も受けながら

という幅広い技術を公募しておりますので、

そういった結果にはなっておりますけれども、

大事なことは、そういったところの技術が地

場に移転、継承できるような体制をどう作っ

ていくかということでございますので、これ

についてはしっかりとＪＶ化などを含めて検

討しているところでございます。

衞藤委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕
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衞藤委員長 ほかにないようですので、委員

外議員の御質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 御質疑もないようなので、以上

で諸般の報告を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

木田委員 河川の関係なんですが、最近、河

川内に木が増えてきていて、昔は切っていた

んだけど、多分予算が減らされて今は切れて

いなくて、だんだん木が成長してきていると

思うんですが、そういう流域の地域の方から

ちょっと不安な声が出ております。大水が出

たら、立木があるので水があふれるんじゃな

いかとかいう声があって、国交省にも言った

んですけれども、「よく分かります。切りた

いんですが、予算がないんです」と言われま

す。大分県管理河川も、国管理の上流部もあ

ると思うんですが、その辺は何か対策が取れ

ないのかどうか、よろしくお願いします。

麻生建設政策課長 そういったものに全ては

応えられていないんですけれども、そういっ

た状況に応えるために、先ほど建設政策課の

事業の中で御説明しました地域の安心基盤づ

くりサポート事業、この中で河川内の立木等

の処理もできるような仕組みにはしておりま

す。あと、私が出先におったときにもやって

いたんですけれども、河床掘削に併せてそう

いったものを処理するといったことを事務所

で現在行っているという状況でございます。

衞藤委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにないようですので、これ

をもちまして土木建築部関係を終わります。

執行部は御苦労様でした。

〔土木建築部、委員外議員退室〕

衞藤委員長 次に県内所管事務調査について

ですが、前回の委員会で、視察先を増やして

ほしい等の要望がありましたので、若干の調

整をさせていただきました。

まず、事務局に説明させます。

〔事務局説明〕

衞藤委員長 以上、事務局に説明させました

が、御質疑等はございませんか。

〔協議〕

衞藤委員長 それでは、この案で決定いたし

ます。

次に、県外所管事務調査の日程等について

御協議願います。

まず、お手元に配付の検討資料について事

務局に説明させます。

〔事務局説明〕

衞藤委員長 以上、事務局に説明させました

が、日程や調査地はいかがいたしましょうか。

〔協議〕

衞藤委員長 それでは、県外所管事務調査に

つきましては、７月１１日から３日間、実施

することとし、ただ今御検討いただきました

趣旨に沿いまして、事務局に実施案を作成さ

せます。

なお、細部については、委員長、副委員長

に御一任願います。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 別にないようですので、これを

もちまして委員会を終わります。

お疲れさまでした。


